
 

別表１ 

補助の対象 事業実施期間 補助額 

（ア）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集 

外国人介護人材の確保の取組を効果的に行うための送り出し

国の学校、送り出し機関、政治情勢、生活・文化・風習等の事前

調査等の実施 

 

（イ）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化 

外国人介護人材を円滑に確保することを目的とした、海外現地

の学校・送り出し機関等との関係構築・連携強化を図るための訪

問活動及び必要となる宣材ツールの作成等 

 

（ウ）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動 

・ 海外の日本語学校等での説明会の開催や現地での求人募集 

・ 日本の介護に関するＰＲ、介護施設や介護福祉士養成施設等

の情報提供などの広報活動 

・ 上記取組を実施するための宣材ツールの作成等 

 

（エ）その他海外現地における外国人介護人材確保のための取組 

 

※外国人介護人材を採用する際の職業紹介業者に支払う手数料

は、補助対象外とする 

 

 

 

補助金の交付決定の時期に

関わらず、交付決定のあっ

た日の属する年度の 4 月 1

日から１月３１日までとす

る。 

１法人当たり

５０万円以内 

 

 

別表２ 

補助対象経費 算定基準 補助率 

給料、職員手当等、報酬、報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、光熱水費、修繕料、食糧費）、会議費、使用

料、賃借料、役務費（雑役務費、通信運搬費、保険料、手数料）、

委託料 

 

 

 

1 法人当たり５０万円以内

を補助基準額とし、補助基

準額と補助対象経費の実支

出額のいずれか低い額とす

る。  

ただし、算出した補助金額に

1,000 円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。 

10/10 

 


